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平成２９年度予算編成に関する説明書

１．国の動向と地方財政対策

（１）日本経済の状況と国の動向

政府が作成した｢経済財政運営と改革の基本方針２０１６｣（骨太２０１６）で

、 （ ） 、は 日本経済のファンダメンタルズ 経済の基礎的要件 に大きな変化はないが

世界経済の見通しに対する下方リスクが高まっており、また、国内経済も個人消

費や設備投資等の民需に力強さを欠いた状況であるとしており、その要因は人口

減少、高齢化、現役世代の先行き不安等の構造的課題であるため、生産性・イノ

ベーション力を引き上げ、働き方改革を進めることなどにより、潜在成長率を高

めていくと同時に、新市場の開拓、潜在需要の掘り起こし等、需要の拡大が必要

であるとしています。

このような状況に対し、政府は 「経済再生なくして財政健全化なし」を基本、

とし、消費税率引上げの延期を行いながら 「成長の分配と好循環の実現」によ、

り日本経済全体の持続的拡大均衡を目指すこと、また、改革の成果を活用しなが

ら財政の収支改善をはかる「経済・財政一体改革」を引き続き推進することを明

らかにし、補正予算による経済対策及び熊本地震からの復興事業等に取り組んで

います。

（２）地方財政対策

平成２９年度の地方財政対策は、地方が一億総活躍社会の実現や地方創生の推

進、防災・減災対策等に取り組みつつ、安定的に財政運営を行うことができるよ

う、一般財源総額については平成２８年度を０．４兆円上回る額を確保すること

としています。

一般財源総額 ６２．１兆円（前年度比＋０．４兆円）

（内訳）

・地方税 ３９．１兆円（前年度比＋０．４兆円）

・地方譲与税・地方特例交付金 ２．７兆円（前年度比＋０．１兆円）

・地方交付税 １６．３兆円（前年度比△０．４兆円）

・臨時財政対策債 ４．０兆円（前年度比＋０．３兆円）
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２．苓北町の財政状況と平成２９年度予算編成方針

（１）苓北町の財政状況

本町の財政状況について、平成２７年度決算での財政の健全性を示す４つの健

全化判断比率（実質赤字比率・連結実質赤字比率・実質公債費比率・将来負担比

率）はいずれも早期健全化判断基準を下回っており、財政構造の弾性力を示す経

常収支比率は８７．６％、前年度比△６．６％と改善がみられました。要因とし

て、歳入面では平成２６年度の消費税率引き上げに伴う地方消費税交付金（社会

保障財源分）が平年度化されたことにより経常一般財源が増加したこと、また、

歳出面では定年退職者５名に対して新規採用者３名の人件費差額など経常支出額

が減少したことなどによります。

しかしながら、近年の国の経済対策を活用し、計画の前倒しを含め事業に取り

、 、 、 、組んできたこと また 東日本大震災発生を機に 町民の安心と安全を守るべく

早急に取り組んできた緊急防災・減災事業などにより、地方債残高は増加し、基

、 ． 、 、金残高は減少したため 将来負担比率は１４０ １％となり 今後の財政運営上

大きな課題となりました。

次に、平成２９年度の財政見通しについては、本町の自主財源の根幹である固

（ ） ． 。定資産税 主に償却資産分 が当初予算比で約２ ２千万円減額する見込みです

また、地方交付税における普通交付税について、平成２８年度は人口減少（国

勢調査）による影響額を約１．２億円の減額と見込んで予算計上しておりました

が、人口減少が著しい自治体に配慮した算定方式が導入されたため、平成２９年

度も同様の算定方式が採用されること、併せて臨時財政対策債振替額の増を考慮

し、１２．９億円、前年度比１．２億円増の予算計上を行いました。

（２）平成２９年度予算編成方針及び内容

平成２９年度の予算編成は 「安心して住める町 「いきいきと暮らせる町 、、 」、 」

「ふるさとと呼べる町」を基本目標とし、目標達成に向け 「苓北町まち・ひと、

・しごと創生総合戦略」に積極的に取り組む予算として編成を行いました。

具体的には、国の総合戦略にも掲げられている「まち・ひと・しごと創生に向

」 、 、けた政策５原則 である 自立性・将来性・地域性・直接性・結果重視を踏まえ

「ふるさと苓北未来プラン（苓北町振興計画 」に沿い、次の５つの項目を重点）

取り組み事項として 「町民・企業・行政」それぞれが力を発揮できる協働・共、

創のまちづくりを推進する予算編成に努めました。
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【重点取り組み事項】

① 交流人口の拡大につながる施策

② 地域における魅力ある多様な就業機会の創出につながる施策

③ 町内産業の支援・育成につながる施策

④ 地域社会を担う個性豊かで多様な人材確保と、これからの人材を育てる教育

力の向上を図る施策

⑤ 新たな財源確保につながる施策

また、実務内容としましては、一般会計、特別会計ともに前年度に引き続き各

種事業ごとの歳出全般にわたって経費の見直しを行い、事業実施の可否を含めて

精査を行いました。

３．平成２９年度予算（案）の主な内容

（１）重点施策について

① 交流人口の拡大につながる施策

﨑津集落を構成資産に含む「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」の

世界文化遺産登録を見据え、長崎天草航路のさらなる普及活動、情報発信等に

取り組むとともに、航路利用者の利便性向上を図り、交流人口の増加に努めま

す。

次に、昨年度芝生化した麒泉運動公園施設の充実を図り、坂瀬川グラウンド

と併せ、さらなるスポーツ合宿の誘致に取り組むとともに、イベント事業にお

いては苓北じゃっと祭、吟詠大会、夕やけマラソン、九州オルレ（天草・苓北

コース 、さらに、現在町商工会が中心となって事業計画がなされている富岡）

城お城まつりに参画し、町の 事業を含め交流人口の拡大を図ります。PR
また、第３期富岡志岐地区都市再生整備計画事業（平成２８年度～平成３２

年度）に取り組み、歴史を活かした交流人口の拡大に努めます。

② 地域における魅力ある多様な就業機会の創出につながる施策

農業費において、国の補助制度を活用し、新規就農者への助成を実施すると
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ともに、商工費においては、町独自の施策として商工業の新規起業者や後継者

育成への助成、天草管内の商工会等が主体となって組織する合同企業説明会実

行委員会に参画し、町内企業への就業機会の創出に努めます。

また、町が貸し付けを行う奨学資金においては、返還免除の規程（国家資格

等取得など）を設け、町内企業への就業機会の創出を図っていきます。

③ 町内産業の支援・育成につながる施策

町内の基幹産業である農業、林業、漁業をしっかりと底支えするため、平成

２９年度も前年度に引き続き各種の補助事業経費を計上し、耕作・栽培・畜産

などの支援に加え後継者の育成支援に努めます。

また、遊休農地の有効利用のため、担い手農家への農地の集積や荒廃を防止

するための対策を行うほか、特産品の開発、販路拡大、地産地消の取り組みに

支援を行います。

④ 地域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保と、これからの人材を育てる

教育力の向上を図る施策

魅力ある町づくりを進めるにあたり最も重要なものは人材であるため、多様

な人材の確保と、これからの人材を育てる教育力の向上に努めます。

特に教育においては、ゆとり教育の弊害として子どもたちの学力低下が問題

視され、それらを打開すべく、小学校は平成２３年度から、中学校は平成２４

年度から新学習指導要領に基づく教育が始まりましたが、引き続き 「わかる、

授業 「充実感がもてる授業」の実践に取り組むとともに、次期学習指導要領」、

への円滑な移行に向けて準備を進めていきます。

一方、本町での報告はあっておりませんが、国内の教育現場では、いじめや

体罰といった問題が深刻化しており、既存の教育制度に少なからず限界が見ら

れ始めています。

基礎的な学力分野においては、全国画一の教育指導方針は必要ですが、それ

ぞれ地域のニーズや地域の子どもたちのニーズに合った、きめ細やかな教育を

実践していくことが何より重要になると思われます。

本町では県内でも先んじて取組み、大きな成果を上げている学校支援地域本

部事業を本年度も継続して実施し、地域と学校が一体となって子供の教育に取

り組むほか、情報通信技術を活用した教育支援事業（ＩＣＴ教育支援事業）を

全小学校に導入し、｢苓北町学力向上推進プラン｣に基づく実践事項推進のため

の研究指定の取り組みを通して、教師一人ひとりの教育力向上に努めます。

、 、平成２７年４月に新設開校した苓北中学校では 教育理念の｢生きる力を育み
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ふるさと苓北を愛し、未来への飛躍のために意欲的に学ぶ生徒の育成｣を進める

にあたり、人的・質的教育環境の整備・改善を図るとともに、統合のメリット

を活かした特色ある教育活動の実践に努めます。

また、前年度に引き続き図書館司書１名を配置し、町内小中学校を巡回して

子ども達の読書力向上のため指導を行っていきます。

⑤ 新たな財源の確保につながる施策

自主財源の大半を九州電力苓北発電所の固定資産税に頼る本町の財政状況に

あって、新たな財源確保は今後の財政運営上もっとも大きな課題の一つである

と考えます。本年度予算では、基金の管理運用方法において、債券での管理運

用方式を取り入れたことから、運用益（利子収入）は前年度比４３８千円の増

を計上しています。

このほか、利用者負担の原則、税負担の公平性の原則に基づく公共施設使用

料の見直しや、広報誌等への企業・商店等の広告掲載など税外収入の確保に努

めます。

以上、５つの項目を重点施策として必要経費を計上し、平成２９年度の一般

会計予算（案）の総額は４，７４０，０００千円、前年度当初予算比８．０％

減となりました。

（２）各特別会計の主な施策について

国民健康保険特別会計につきまして、まずは財政運営について、独立採算制の

原則により、前年度までは財源不足を国保財政調整基金の繰入れにより補填して

、 、 、 、いましたが 本年度は基金残高の減少により 国保税率の引き上げを実施 また

税率引き上げに伴う加入者負担の増に対する軽減策として、熊本県広域化等支援

基金からの借入金及び一般会計からの法定外繰入金により財源不足を補う予算編

成となりました。平成３０年度以降も医療費の動向、税収入の推移を精査し必要

な対応を検討することとしております。

事業につきましては、前年度に引き続き、特定健康診査の所要額、特定保健指

導の実施率向上を図り医療費を抑制するため、管理栄養士の配置に要する経費を

計上しました。

介護保険特別会計につきましては、第６期事業計画３年目にあたり、平成２８

年度実績見込みに基づく介護給付費などの経費を引続き計上しました。
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また、介護保険法改正に伴い、要支援１及び２の認定者を対象に、これまで全

国一律に提供されていた介護予防給付事業が、平成２９年度から市町村ごとに実

施する総合事業へ移行することに伴い事業内容を精査し予算計上を行いました。

後期高齢者医療特別会計につきましては、後期高齢者医療広域連合からの受託

事業で平成２９年度から実施する健康運動事業のほか前年度に引き続き実施する

長寿・健康増進事業の必要経費を計上しました。

水道特別会計につきましては、町道田の平線配水管布設替の他工事費６，９０

０千円、都呂々ダム共同管理費負担金として８，２７８千円を計上しました。

また、休日等の水道施設管理に係る民間委託料として５，５００千円を計上し

ました。

、 、下水道特別会計につきましては 前年度に引き続き加入促進に努めるとともに

処理場、マンホールポンプ場の維持管理業務委託料として３２，９６４千円、脱

水汚泥運搬処分委託料として９，２０６千円を計上しました。

また、長寿命化計画により更新が必要とされた富岡地区のマンホールポンプ場

２箇所の更新工事費として９，０００千円、処理場電気設備の更新に伴う詳細設

計委託料を１１，０００千円計上しました。

、 ，農業集落排水特別会計につきましては 処理施設運転管理業務委託費として１

１４５千円を計上しました。

特定地域生活排水処理事業特別会計につきましては、前年度に引き続き区域内

の水質浄化促進のため、合併処理浄化槽の設置工事費として３基分の３，０００

千円を計上しました。

また、浄化槽の保守点検、清掃の維持管理委託料として２２，３５３千円を計

上しました。

宅地造成事業特別会計につきましては、宅地２区画分の財産売払収入７，０８

３千円を見込み、住宅建設補助１，０００千円を計上したほか、宅地販売促進に

関する経費などを計上しました。
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４．おわりに

平成２９年度予算編成では、町税は減収するものの、地方交付税の普通交付税で

は人口減少（国勢調査）による影響は算定方式の改定によって少なく、交付額は前

年度と比較して増加する見込みとなったため、一般財源総額は増加の見込みとなり

ましたが、社会保障関連経費の自然増をはじめ、老朽化に伴う公共施設の更新事業

といった必要不可欠な社会資本整備など、緊急性の高い問題に対し予算措置を講ず

る必要があるため、安易に歳出削減をできない難しい予算編成となりました。

歳出予算においては、町振興計画に沿った事業であっても、事業効果・継続性・

緊急度等を考慮し優先順位を付け、事業縮小・延期・期間設定・廃止を行うなど、

予算縮減に努めました。

また、歳入予算では町税、地方交付税をはじめ過大な見積もりを控えたことによ

り、最終的には財政調整基金、減債基金、目的基金のとりくずしによって財源の調

整を行い、予算規模は、災害復旧事業（過年度分）などの減少により、前年度比４

１１，５００千円の減額となりましたが、それぞれの事業において選択と集中を図

り、メリハリを効かせた予算編成に心がけました。

また、財政健全化の取り組みとして地方債残高を今後１０年間で２０億円圧縮

することを目標とし、今年度は元金償還額６０１，６９１千円に対し、地方債発

行額を４０１，７００千円（うち臨時財政対策債２６０，０００千円）とするこ

とができたことは評価できる点だと考えています。

そして、平成２９年度予算には反映しておりませんが、旧郷土資料館施設、旧都

呂々中学校施設、移転後の坂瀬川公民館施設、富岡温泉センター跡地など町有財産

の民間等への売却を含めた有効利用に取り組み、行政財産・普通財産のスリム化に

努めます。

プレミアムフライデー制度が導入されるなど、都市圏の大企業を中心として、日

本経済は回復したといわれていますが、地方経済への波及は未だ実感に乏しく、熊

本地震からの早期復興に取り組む県内の消費動向はつかめない状況にあり、今後も

厳しい社会情勢が続くと予想される中で、行政に課せられた使命と期待は大きなも

のであると考えます。

これらに対し、職員が一丸となって対応できる組織作りと強化を進め、早急に取

り組むべき課題については、国・県の施策を常に情報収集し、有益な補助金・交付

金の活用を積極的に図ることで、一般財源の縮減に努めつつ、各事業を確実かつ適

正に実施してまいります。

なお、各款における主要施策及び性質別経費の状況は次のとおりです。
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５．各款における主要施策及び性質別経費

（１）歳入

① 町税

個人町民税については、農産物（レタス）の販売高減少が見受けられるため前

年度よりやや減額した予算を計上した。

法人町民税の所得割、均等割については、九州電力の業績予想（平成２９年１

月３０日付け、平成２８年度第３四半期決算について）では、経常損益が改善し

たとのことであるが、町内の他事業所の推移も考慮し、平成２７年度と同程度と

想定して予算計上した。

固定資産税の土地については、下落傾向も下げ止まりの状況であるため、家屋

については、経年減点を考慮し予算計上した。

償却資産については、九州電力苓北発電所分の償却資産の見込みを平成２８年

度決算見込額の約９１．３％で算定を行い、本年度は前年度比８，９８７千円減

（△５．１％）で予算計上した。

結果、固定資産税全体では前年度比２１，９６７千円減（△１．８％）で予算

計上した。

軽自動車税については、平成２８年度から改正税法が施行されたことから、平

成２９年４月１日現在で１３年を経過する対象車輌、また、平成２８年４月１日

、 ， （ ． ）以降に取得された対象車輌を考慮し 前年度比２ ９７７千円減 △１０ ０％

で予算計上した。

たばこ税について、平成２８年度実績見込みは月平均３，３００千円を超える

金額で推移しているが、本年は九州電力苓北発電所の定期修繕が実施されないこ

との影響などを考慮し、前年度比９６０千円減（△２．４％）で予算計上した。

町税全体では、前年度比３６，６６３千円減（△２．４％）となり、総額１，

４８１，８９０千円の予算の計上を行った。

② 地方譲与税

地方揮発油譲与税については、前年度譲与見込額及び地方財政計画に沿った算

定を行い、前年度比１，５００千円増（＋８．１％）の２０，０００千円を計上



- 9 -

した。

自動車重量譲与税については、前年度譲与見込額を勘案し、前年度と同額の４

４，０００千円を計上した。

③ 利子割交付金

地方財政計画と前年度交付見込額を勘案し、前年度比５００千円減（△５０．

０％）の５００千円を計上した。

④ 配当割交付金

地方財政計画と前年度交付見込額を勘案し、前年度比８００千円減（△５０．

０％）の８００千円を計上した。

⑤ 株式等譲渡所得割交付金

本交付金については、景気の動向等により増減幅が大きいことから、前々年度

及び前年度交付見込額を勘案し、前年度比９００千円減（△４７．４％）の１，

０００千円を計上した。

⑥ 地方消費税交付金

地方財政計画と前年度交付見込額を勘案し、前年度と同額の通常分８０，００

０千円及び社会保障施策経費充当分５６，０００千円を計上した。

⑦ 自動車取得税交付金

地方財政計画と前年度交付見込額を勘案し、前年度比１，０００千円増（＋１

４．３％）の８，０００千円を計上した。

⑧ 地方特例交付金

地方財政計画と前年度交付見込額を勘案し、前年度と同額の１，０００千円を

計上した。

⑨ 地方交付税

普通交付税については、基準財政収入額と基準財政需要額から臨時財政対策債

振替額を差し引いた額との差により算出されるが、まず、基準財政収入額につい

て、増減要因の大きなものとしては固定資産税（償却資産分）の減額、基準財政

需要額においては、算定方式が見直されたことなどを考慮し、前年度比１２０，

０００千円増（＋１０．３％）の１，２９０，０００千円を計上した。
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また、特別交付税については前年度と同額の７０，０００千円を計上した。

⑩ 交通安全対策特別交付金

前年度交付見込額を勘案し、前年度と同額の１，０００千円を計上した。

⑪ 分担金及び負担金

「老人福祉施設入所者負担金」８，７７４千円 「保育所入所児童保護者負担、

金」５４，０００千円など、前年度比５，２２０千円増の６３，４６８千円を

計上した。

⑫ 使用料及び手数料

使用料は、公営住宅使用料など、前年度比５３９千円減の３６，２６４千円

を計上した。手数料は、堆肥センター手数料など前年度比２２１千円減の１１，

７６３千円を計上した。

使用料及び手数料総額では、前年度比７６０千円減の４８，０２７千円を計上

した。

⑬ 国庫支出金

国庫負担金は 「災害復旧費国庫負担金」減などにより、前年度比１１４，４、

９１千円減の３４２，３６７千円を計上した。

国庫補助金は 「高齢者向け給付金（年金生活者等支援臨時福祉給付金事業補、

助金 「集落活性化推進事業費補助金」の減 「保育所等整備交付金」の増など）」、 、

により、前年度比１３，８８０千円減の１３９，８１０千円を計上した。

国庫委託金は 「国民年金事務委託金」の減などにより、前年度比２０２千円、

減の２，６８６千円を計上した。

国庫支出金総額では、前年度比１２８，５７３千円減の４８４，８６３千円を

計上した。

⑭ 県支出金

県負担金は 「障害者自立支援給付費県負担金」の増などにより、前年度比１、

２，０６９千円増の２０４，２０４千円を計上した。

県補助金は 「介護基盤緊急整備特別対策事業補助金」の増などにより、前年、

度比２８，３５４千円増の１８３，６９２千円を計上した。

県委託金は 「選挙事務委託金」の減などにより、前年度比６，８６７千円減、

の１８，９０７千円を計上した。
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県支出金総額では、前年度比３３，５５６千円増の４０６，８０３千円を計上

した。

⑮ 財産収入

財産運用収入は 「苓北町地域情報通信基盤施設貸付料 「基金利子及び配当、 」、

」 、 ， ， 。金 の増などにより 前年度比３ ３１３千円増の３４ ５３１千円を計上した

財産売払収入は 「堆肥売払収入」の減などにより、前年度比７６９千円減の、

４，１９５千円を計上した。

、 ， ， 。財産収入総額では 前年度比２ ５４４千円増の３８ ７２６千円を計上した

⑯ 寄附金

ふるさとづくり寄附金（ふるさと納税）については、インターネット等を活用

した啓発強化と返礼品の充実などにより増加傾向であるため、前年度決算見込み

を勘案し、前年度比１，６００千円増の３，６００千円を計上した。

⑰ 繰入金

特別会計繰入金は 「宅地造成事業特別会計繰入金」の減により、前年度比２、

０８千円減の５，２５４千円を計上した。

基金繰入金は 「財政調整基金繰入金」の減などにより、前年度比１０２，２、

３３千円減の１７６，１７３千円を計上した。

繰入金総額では、前年度比１０２，４４１千円減の１８１，４２７千円を計上

した。

⑱ 繰越金

前年度と同額の１０，０００千円を計上した。

⑲ 諸収入

諸収入は 「スポーツ振興くじ助成金」の減などにより、前年度比３８，２８、

３千円減の４７，１９６千円を計上した。

⑳ 町債

町債については、後年度の財政負担を考慮し、償還金が普通交付税に算入され

る適債事業を厳選し、緊急防災・減災事業（消防倉庫整備・防火水槽整備・避難

路整備等 、都市再生整備計画事業、漁村再生交付金事業、港整備交付金事業な）

どに必要額を充当するため１４１，７００千円を計上し、また、国の財源不足を
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（ ） ， 。補てんするため発行する臨時財政対策債 注１ ２６０ ０００千円を計上した

町債総額では、前年度比２６８，０００千円減の４０１，７００千円を計上し

た。

（注１）臨時財政対策債

、 、赤字地方債とも呼ばれ 国から配分される地方交付税の不足額を補うため

地方自治体が発行する特例的な公債で、平成１３年度に導入された。使途は

自由で、元利償還金は翌年度以降、国が普通交付税で全額手当を行う。

（２）歳出

人件費のうち、各種委員会委員などの特別職報酬は前年度同様で計上を行い、

会議出席時における報酬額は半日額で予算計上を行った。また、一般職員給につ

いては、熊本県人事委員会の勧告に伴う給与表によることとした （但し、扶養。

手当については人事院勧告による ）。

物件費については、特別な財政需要によるものを除き、前年度予算額を上限と

して計上した。また、用紙の裏面利用や空調の温度設定、休憩時間の消灯など、

引き続き節電、節水に努め、経常経費の削減を図ることとしている。

なお、旅費については、必要最小限の人員数にとどめ、会議等出席の必要性を

含めて精査し計上した。

補助費については、前年度予算額を上限として計上した。また、補助金本来の

目的を明確にするため、現状の運営補助・事業補助の精査を行い、また補助期間

等を設定して計上した。

政策的経費（投資的事業及び政策的ソフト事業）は、持続可能な財政運営を構

築するため、歳出予算全般について歳入に見合った規模とし、原則として苓北町

振興計画実施計画書に計上された事業費を上限とし予算計上した。

各費目における主要な事項は次のとおりである。

① 議会費

議員報酬、議員研修費、議会広報紙の印刷製本費など議会運営にかかる経費

を計上した。

② 総務費

一般管理費では、職員給、特別職給（町長・副町長 、区長報酬をはじめ、）

「地域が輝く行政区活動補助金」１４，４５６千円 「土地開発基金」への積、

立金５，２５２千円など各種基金への積立金のほか総務一般事務に係る経費を
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計上した。

文書広報費では、町広報紙発行にかかる経費のほか、町例規集の管理に係る

「総合法令管理システム委託料」１，９８８千円 「町ホームページ保守委託、

料」５１９千円を計上した。

財政管理費では 「公会計システム保守業務委託料」１，０８０千円のほか、、

予算書の印刷製本費など財政管理事務に係る経費を計上した。

会計管理費では、職員給及び決算書の印刷製本費など会計管理事務に係る経

費を計上した。

財産管理費では 「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」の世界文化、

遺産登録を見据え、都市再生整備計画事業（社会資本整備総合交付金事業）に

より、町の海の玄関口である富岡港船客待合所の改修を計画しており、本年度

は施設改修に係る設計業務委託料３，０００千円を計上したほか、公共施設の

， 。建物災害共済費４ ２３８千円など町有財産の維持管理に係る経費を計上した

また、登記事務の推進を図るため前年度に引き続き嘱託職員の報酬等を計上

した。

企画費では、公共交通対策として「長崎天草航路事業補助金」１９，５５０

千円を計上したほか 「地方バス運行補助金」１４，９６１千円 「天草エアラ、 、

イン機材維持費補助金」８，７６８千円 「巡回バス事業」６，９９０千円を、

計上した。

また、交流人口の増加を図るため、熊本県の補助制度を活用し 「富岡港電、

気自動車実証実験事業」５，０９３千円 「長崎天草航路利用者宿泊補助事業」、

６００千円を新たに計上し、｢空き家活用支援事業｣４００千円、｢住宅リフォー

ム等支援事業｣５００千円、国の補助制度を活用した｢結婚新生活補助事業｣１，

２００千円を前年度に引き続き計上した。

交通安全対策費では、交通安全施設整備（カーブミラー設置等）に係る修繕

費７５０千円のほか、交通指導員、交通安全協会の運営にかかる経費を計上し

た。

地域間交流費では、交流促進のため、各ふるさと会運営補助と総会出席に係
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る諸経費、長崎天草航路利用促進のための地域間交流促進補助金２４０千円の

計上を行った。

庁舎管理費では、庁舎維持管理にかかる経費を計上し、防犯対策として防犯

カメラ設置に係る経費２６０千円を新たに計上した。

電算システム管理費では 「電算システム保守委託料」４０，１８８千円の、

ほか 「システム改修委託料」１，０００千円を計上した。、

情報化推進費では、町内情報通信網（光回線）維持管理に係る経費２１，６

７６千円のほか、機器類等の維持管理に係る経費を計上した。

徴税費では、職員給のほか、徴税に係る必要経費を計上した。

戸籍住民基本台帳費では 「戸籍システム保守委託料」３，６６０千円のほ、

か マイナンバー制度に伴う｢通知カード・個人番号カード関連事務委任交付金｣、

１，１９９千円を計上した。

選挙費では、選挙人名簿管理に係る経費及び明るい選挙推進に要する経費を

計上した。なお、本年度執行予定の選挙はございません。

③ 民生費

社会福祉総務費では、職員給のほか、苓北町戦没者追悼式の経費を引き続き

計上し、国保財政の健全化と国保税引上げに伴う加入者負担増の軽減を図るこ

とを目的として財政支援分（法定外）８，９０２千円を含む「国民健康保険特

」 ， （ ， 、 ，別会計繰出金 ９４ ３６４千円 内訳：法定７０ ９５８千円 法定外２３

４０６千円）を計上した。

また、平成２８年度の国の経済対策事業に伴い「低所得者を対象とした臨時

福祉給付金事業」に係る経費３０，５６３千円を計上した。

さらに、すべての人々が住み慣れた家庭や地域の中で、安心して、いきいき

と自立した生活を送ることを願い、地域住民、事業者、各種団体、行政などが

協働して地域全体の生活課題を解決していく仕組みづくり「地域福祉計画（平

成３０年度から平成３４年度 」の策定に要する経費を新たに計上した。）

老人福祉費では 「老人保護措置費」６３，９６０千円を計上したほか 「老、 、
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人クラブ運営補助金 「あん摩・はり・きゅう等施術助成 「敬老祝い金」の」、 」、

ほか、敬老会事業に要する経費を前年度に引き続き計上した。

介護保険事業費では、職員給のほか 「介護保険特別会計繰出金」１２０，、

３２１千円（法定内）を計上したほか、高齢者保健・医療・福祉及び介護保険

に関する町の役割・目標を示す行政計画 「第７期高齢者福祉計画・介護保険、

事業計画（平成３０年度から平成３２年度 」の策定に要する経費を新たに計）

上した。

後期高齢者医療費では、職員給のほか 「熊本県後期高齢者医療広域連合負、

担金」１１８，５６６千円 「後期高齢者医療特別会計繰出金」４１，３７３、

千円（法定内）を計上した。

障害福祉費では「障害者自立支援介護給付費」１９１，８８０千円 「重度、

心身障害者医療費助成」２１，３００千円を計上したほか、 法人ひまわりNPO
の家に地域活動支援センターを委託し、デイサービス事業などを展開する経費

を前年度に引き続き計上した。

また 「障害児施設給付費」１，６８０千円 「難聴児補聴器購入助成」９２、 、

千円 「育成医療給付費」３００千円を計上した。、

さらに、障がい者施策の基本的な方向性や取り組むべき課題、障がい者サー

ビス、相談支援及び地域生活支援事業等の事業量を推計するための計画「障が

い者計画・障がい福祉計画（平成３０年度から平成３４年度 」の策定に要す）

る経費を新たに計上した。

児童福祉費では、子育てにおける保護者の負担を軽減し、総合的な子育て環

境の整備を進めるため 「保育所運営費補助金」３９９，２１２千円 「延長保、 、

育事業補助金」４，９１６千円などを計上したほか 「放課後児童健全育成事、

業委託料 １１ ０４４千円 多子世帯子育て支援事業 ６ ８００千円 子」 ， 、「 」 ， 、「

育て支援医療費助成」２０，１６０千円を引き続き計上した。

また、国照寺保育園の園舎建て替えに伴い、国の補助制度を活用し 「保育、

所等整備補助金」５８，４６９千円を計上した。補助金総額６４，９６６千円

（うち６，４９７千円は平成２８年度補正予算計上 ）。

④ 衛生費

保健衛生総務費では、特別交付税で大半を措置される「救急医療対策事業補
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助金」１０，０００千円を前年度に引き続き計上したほか、新たに妊婦の膣分

泌検査、歯科検査、新生児の聴覚検査を追加した「妊婦健康診査事業」４，

８１２千円を計上した。

また、むし歯予防対策事業費として、保育園、小中学校におけるフッ化物洗

口を実施するための経費を前年度に引き続き計上した。

予防費では、インフルエンザをはじめ各種予防接種委託料２４，６５４千円

を前年度に引き続き計上した。

環境衛生費では 「水道特別会計繰出金」２８，８５１千円 「下水道特別会、 、

計繰出金」２２０，２７５千円 「特定地域生活排水処理事業特別会計繰出金」、

２７，９１６千円を計上した。

斎場費では、斎場管理に係る指定管理者委託料３，５３４千円を計上し、火

葬炉（２号）の補修費１１，３２４千円を計上した。火葬炉（１号）補修につ

いては平成２８年度施行済み。

健康増進事業費では、前年度に引き続き各種がん検診の費用等１１，４１６

千円を計上したほか、健康づくり推進に関する経費を計上した。

保健センター費では、前年度同様、維持管理に係る経費を計上した。

塵芥処理費では、各家庭の「ごみ収集運搬委託料」２７，９００千円、粗大

ごみ収集時等の「ごみ臨時収集運搬委託料」２，４０１千円 「天草広域連合、

負担金（清掃費 」７６，１８７千円を計上した。）

⑤ 農林水産業費

農業委員会費では、農業委員の報酬、職員給等を計上したほか、国の交付金

事業により農地の集積（最適化）について能率（成果実績）を報酬に転嫁させ

る経費を新たに計上した。

農業振興費では、就農支援のため「新規就労者支援事業」６００千円 「青、

年就農給付金事業交付金」１０，５００千円のほか、基幹農作物の振興をはじ

めとした営農に対する補助費等を計上した。

また、中山間地域の荒廃を防止するための「中山間地域等直接支払交付金」
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５，４９７千円を計上した。

畜産業費では、畜産農家の経営安定を図るため、優良家畜導入を主とした畜

産振興事業補助金１，３８０千円を計上した。

農地費では、国県補助事業の対象とならない農地改良及び復旧のため「小規

模土地改良事業補助金」６００千円 「農地等小災害復旧事業補助金」６００、

千円を計上したほか、県営事業の負担金として｢特定農業用管水路等特別対策事

業負担金｣１５，０００千円、農業用河川工作物等応急対策事業費３４，７００

千円を計上した。

また、｢農業集落排水特別会計繰出金｣１４，９４１千円の計上を行った。

農業経営基盤強化促進対策事業費では、農地の貸し借りを推進する｢農地有効

利用事業補助金｣２，１００千円を前年度に引き続き計上した。

堆肥センター管理費では、運営維持管理としての経費３０，４０３千円を計

上した。

林業振興費では、有害鳥獣対策事業費として、｢イノシシ駆除謝金｣５，１０

０千円、｢イノシシ等有害鳥獣防除施設補助金｣１，５００千円を計上した。

また、｢森林環境保全整備事業補助金｣、｢森林整備地域活動支援交付金｣など

天草地域森林組合が事業主体となって実施する人工林間伐等への補助経費を計

上した。

林道費では、林道の管理に係る賃金１，０８０千円のほか、舗装補修事業費

として８２０千円を計上した。

水産業振興費では、各種水産振興に係る負担金及び補助金３，９６３千円を

計上した。

漁港建設費では、漁村再生交付金事業（志岐漁港臨港道路整備 、港整備交）

付金事業（坂瀬川漁港改修）に係る事業費７７，０００千円を計上した。

⑥ 商工費

商工業振興費では、苓北町商工会が実施する、特産品販路拡大事業、地域消
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費拡大事業などの補助金３，９５０千円を計上した。

また、小規模事業者の新規起業、後継者育成への補助金｢小規模事業者支援補

助金｣８００千円を計上した。

観光費では、観光協会補助金、吟詠大会事業補助金のほか、観光施設維持管

理に係る経費を前年度に引き続き計上し、現在商工会が中心となって熊本県の

補助制度を活用して実施を計画している「富岡城お城まつり事業」への補助金

１，０００千円、観光ボランティアガイド育成に要する「協会補助金」１００

千円を新たに計上した。

また、都市再生整備計画事業によりオルレ案内看板制作設置費、長崎市内及

び熊本市内の路面電車内におけるイベント広告に要する経費１，８０１千円を

計上した。

さらに、地方創生推進交付金を活用し、町内の資源を活用した着地型観光商

品の開発や地域人材の育成、組織ネットワークの構築、より効果的な情報発信

等を実施する「まちづくり推進事業」１０，０００千円を計上した。

温泉センター管理費では、施設の指定管理委託料１５，５４０千円を計上し

た。

富岡城公園管理費では、富岡ビジターセンター及び歴史資料館の管理運営に

係る経費を前年度に引き続き計上し、東角櫓においての常設展示物作成に要す

る経費、ユニバーサル道路の補修に要する経費を新たに計上した。

また、都市再生整備計画事業により、二の丸広場東側の築地塀整備費７，８

００千円を計上した。

⑦ 土木費

やまびこ活動費では、各行政区からの要望に対処するため、修繕料及び原材

料費として、前年度と同額の５，０００千円を計上した。

道路維持費では、町道の維持補修費９，０５０千円のほか、町道維持管理に

係る経費を計上した。

道路新設改良費では、前年度に引き続き防災・安全社会資本整備交付金事業

を活用して、改良２路線、舗装１路線の工事請負費２１，５００千円を計上し

た。



- 19 -

橋梁維持費では、橋梁長寿命化計画に沿い、防災・安全社会資本整備交付金

事業を活用して、２橋の補修工事費２８，５００千円を計上したほか、１７橋

の点検業務、１橋の補修設計業務に要する経費を計上した。

国県道整備促進費では、国県道整備に伴う事業負担金３，３００千円を計上

した。

河川費では、県営事業の急傾斜地崩壊対策事業負担金（富岡城内地区）４，

０００千円のほか、河川の適正な管理維持に要する経費を計上した。

港湾管理費では、富岡港改修事業負担金８，６００千円のほか、町港湾の維

持管理に係る経費を計上した。

また、上津深江港港湾区域にある下向突堤の補修費５，０００千円を新たに

計上した。

住宅費では、職員給のほか町営住宅維持管理に係る経費を計上したほか、長

寿命化計画策定に要する経費３，０００千円を新たに計上した。

⑧ 消防費

常備消防費では、｢天草広域連合負担金（消防費）｣１３２，７７４千円を計

上した （内訳：常備消防費１１７，５２１千円、北署庁舎建設事業費１５，。

２５３千円）

非常備消防費では、消防団活動、団員育成等に係る諸経費を計上した。

消防施設費では、防火水槽新設事業費５，５００千円、消防車輌更新事業費

３，７２０千円、消防倉庫新築事業費１０，０００千円のほか、消防施設の維

持管理に要する経費を計上した。

災害対策費では、移転後の坂瀬川公民館及び坂瀬川出張所への避難路整備事

業９，２００千円のほか、自主防災組織４地区への必要備品購入に要する経費

２，１６３千円を計上した。

⑨ 教育費

教育総務費では、教育委員の活動費、教師の指導力向上をさらに進め、学校
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教育の充実振興を図るための苓北町学校教育指導員の配置費用、児童入学準備

資金、天草拓心高校マリン校舎入学準備金、小中学校の語学指導のための英語

指導助手の経費、教職員住宅の維持管理費を引き続き計上した。

また、苓北中学校への坂瀬川小学校区及び都呂々小学校区からの生徒の通学

対策、並びに都呂々小学校への都呂々木場地区からの児童の通学対策として、

スクールバス運行に伴う関連経費を引き続き計上した。

その他、町内出身者の勉学向上のための奨学資金についても、高校奨学生９

名分、大学等奨学生８名分として４，６５６千円を計上した。

小中学校費では、小中学校の管理運営費用、毛筆指導講師の費用、小中学生

の読書推進のための希望図書購入費用、オーストラリアへの海外派遣体験研修

事業として中学生６名分、引率者２名分を引き続き計上した。

また、富岡小学校プール改修工事費をはじめ、各小中学校の修繕費、備品購

入費を計上した。

その他、先行して導入した富岡小学校をはじめ、全小学校にＩＣＴ教育支援

事業実施のための費用を計上した。

また、各小中学校の特別支援教育の充実強化のため配置する小学校配置の支

援員５人、苓北中学校の支援員３人の人件費等に要する経費を計上した。

社会教育費では、学校・家庭・地域の連携による教育支援活動促進を図るた

めの学校支援地域本部事業費として１，４９４千円、人権啓発活動地方委託金

を活用した人権講演会の開催費用として２２７千円、公民館及び志岐集会所の

、 ，運営費用 町民総合センター等及び温泉プールの指定管理者への委託費用３２

５３５千円を計上した。

また、麟泉運動公園の施設設備充実に係る経費を計上した。

そのほか、歴史を生かしたまちづくり推進のため、都市再生整備計画事業に

より富岡城大手門広場西側築地塀整備等に係る工事費等を計上した。

なお、平成２８年度の大手門広場整備事業については平成２９年度へ繰越し

て実施します。

保健体育費では、各地区町民体育祭の開催費用と熊本県民体育祭への出場補

助金、また、社会体育施設の利用促進と交流人口の増加を図るため、県内外や

天草地域内のチーム参加による各種大会開催に係る経費や各種競技大会への補

助金を計上した。
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学校給食費では、安心安全な給食を提供するための学校給食調理場の運営に

要する費用を前年度に引き続き計上し、連続炊飯システム更新に要する費用１

１，６３０千円を新たに計上した。

⑩ 災害復旧費

平成２９年度当初予算について、災害復旧に要する工事費等の計上はありま

せんが、平成２８年度発生の林道施設災害復旧事業費４，８６０千円、公共土

木施設等災害復旧事業費１１８，０００千円を平成２９年度に繰越して実施し

ます。

⑪ 公債費

公債費では、各起債の償還金、元金６０１，６９１千円、利子７４，０１１

千円（うち一時借入金利子１，０００千円）を計上した。



 平成２９年度 一般会計歳入歳出予算

歳    入 歳    出 性質別経費の状況 （単位：千円）

 財源内訳

　　　　区　　　　　　　分 金       額 構 成 比 　　区　　　　　分 　金　　額 特定財源 一 般 財 源構 成 比 　　　区　　　　　　分 金　　　額 構 成 比 

　　　　％ 国県支出金地  方  債 そ  の  他 　　　　％ 　　　  ％

①町税 1,481,890 31.3% ①議会費 76,944 0 0 0 76,944 1.6% １　人件費 902,506 19.0%

②地方譲与税 64,000 1.4% ②総務費 664,165 21,891 1,600 60,805 579,869 14.0% ２　物件費 569,711 12.0%

③利子割交付金 500 0.0% ③民生費 1,509,146 685,307 0 121,979 701,860 31.8% ３　維持補修費 89,713 1.9%

④配当割交付金 800 0.0% ④衛生費 505,670 969 0 7,723 496,978 10.7% ４　扶助費 883,054 18.6%

⑤株式等譲渡所得割交付金 1,000 0.0% ⑤農林水産業費 346,614 113,715 50,700 8,413 173,786 7.3% ５　補助費等 571,482 12.1%

⑥地方消費税交付金 136,000 2.9% ⑥商工費 116,099 16,131 3,800 5,239 90,929 2.4% ６　公債費 675,702 14.3%

⑦自動車取得税交付金 8,000 0.2% ⑦土木費 201,356 48,573 39,000 30,109 83,674 4.2% ７　積立金 3,691 0.1%

⑧地方特例交付金 1,000 0.0% ⑧消防費 209,417 95 42,100 15 167,207 4.4% ８　投資及び出資金 0 0.0%

⑨地方交付税 1,360,000 28.7% ⑨教育費 424,861 4,985 4,500 76,420 338,956 9.0% ９　貸付金 4,657 0.1%

⑩交通安全対策特別交付金 1,000 0.0% ⑩災害復旧費 25 0 0 0 25 0.0% １０　繰出金 669,988 14.1%

⑪分担金及び負担金 63,468 1.3% ⑪公債費 675,702 0 0 129,539 546,163 14.3% １１　普通建設事業 359,471 7.6%

⑫使用料及び手数料 48,027 1.0% ⑫諸支出金 1 0 0 0 1 0.0%       イ  補助事業 231,897 4.9%

⑬国庫支出金 484,863 10.2% ⑬予備費 10,000 0 0 0 10,000 0.2%       口  単独事業 96,674 2.0%

⑭県支出金 406,803 8.6% 　 　       ハ  県営事業負担金 30,900 0.7%

⑮財産収入 38,726 0.8% １２　災害復旧費 25 0.0%

⑯寄附金 3,600 0.1% １３　予備費 10,000 0.2%

⑰繰入金 181,427 3.8%

⑱繰越金 10,000 0.2%

⑲諸収入 47,196 1.0%

⑳町債 401,700 8.5%

歳　　　　入　　　　合　　　　計 4,740,000 100.0% 　歳　出　合　計 4,740,000 891,666 141,700 440,242 3,266,392 100.0% 　　　　　　計 4,740,000 100.0%

会　計　別  都呂々財産区会計

予　算　額 47,364 3,016,470

会　計　別 下水道特別会計

予　算　額 364,569 7,756,470　

宅地造成事業特別会計

※歳入歳出各構成比は小数点第２位を四捨五入

※性質区分の予算振り分けは、一部総務省地方財政状況調査に準ずる

　全体予算            （千円）

16,710

223,623

特定地域排水会計

後期高齢者医療特別会計

7,09418,489

107,520

   特 別 会 計 計

農業集落排水会計

1,311,450
特別会計歳入歳出予算

坂瀬川財産区会計 国民健康保険特別会計 介護保険特別会計

871,000

水道特別会計

48,651



 

平成２９年度 一般会計性質別経費の状況（歳入）

臨時的なもの 経常的なもの

①町税 1,481,890 800 1,481,090 1,481,090 △ 36,663

②地方譲与税 64,000 64,000 64,000 1,500

③利子割交付金 500 500 500 △ 500

④配当割交付金 800 800 800 △ 800

⑤株式等譲渡所得割交付金 1,000 1,000 1,000 △ 900

⑥地方消費税交付金 136,000 56,000 80,000 80,000 0

⑦自動車取得税交付金 8,000 8,000 8,000 1,000

⑧地方特例交付金 1,000 1,000 1,000 0

⑨地方交付税 1,360,000 1,360,000 70,000 1,290,000 120,000

⑩交通安全対策特別交付金 1,000 1,000 0 0

⑪分担金及び負担金 63,468 63,468 0 5,220

⑫使用料及び手数料 48,027 48,027 0 △ 760

⑬国庫支出金 484,863 484,863 0 △ 128,573

⑭県支出金 406,803 406,803 0 33,556

⑮財産収入 38,726 38,726 0 2,544

⑯寄附金 3,600 3,600 0 1,600

⑰繰入金 181,427 181,427 0 △ 102,441

⑱繰越金 10,000 10,000 10,000 0

⑲諸収入 47,196 47,194 2 1 1 △ 38,283

⑳町債 401,700 141,700 260,000 260,000 △ 268,000

歳　　　入　　　合　　　計 4,740,000 1,473,608 3,266,392 340,001 2,926,391 △ 411,500

（単位：千円）

区　　　分  予   算   額

左　の　内　訳
一 般 財 源 の 内 訳

前年度予算比
特定財源 一般財源



平成２９年度    一般会計性質別経費の状況（歳出）
（単位：千円）

　　　　　　　　　　項 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬

性質区分 議会費 総務費 民生費 衛生費 農林水産業費 商工費 土木費 消防費 教育費 災害復旧費 公債費 諸支出金 予備費

１  人件費 58,362 405,051 101,980 41,700 54,854 40,579 34,546 11,327 154,107 0 0 0 0 902,506 19.0%

２　物件費 4,786 154,591 35,863 86,119 51,464 44,727 25,715 25,981 140,465 0 0 0 0 569,711 12.0%

３　維持補修費 0 7,847 883 11,721 8,905 5,410 21,500 4,383 29,064 0 0 0 0 89,713 1.9%

４　扶助費 0 3,900 869,999 543 1,020 420 480 0 6,692 0 0 0 0 883,054 18.6%

５　補助費等 13,796 83,797 127,702 88,545 72,615 17,963 1,461 144,526 21,077 0 0 0 0 571,482 12.1%

     イ ー部事務組合 0 9,255 1,994 76,187 0 0 0 139,892 0 0 0 0 0 227,328 4.8%

     口 その他 13,796 74,542 125,708 12,358 72,615 17,963 1,461 4,634 21,077 0 0 0 0 344,154 7.3%

６　公債費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 675,702 0 0 675,702 14.3%

７　積立金 0 3,691 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,691 0.1%

８　投資及び出資金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

９　貸付金 0 0 1 0 0 0 0 0 4,656 0 0 0 0 4,657 0.1%

１０　繰出金 0 5,288 372,717 277,042 14,941 0 0 0 0 0 0 0 0 669,988 14.1%

１１　普通建設事業 0 0 1 0 142,815 7,000 117,654 23,200 68,800 0 0 1 0 359,471 7.6%

       イ 補助事業 0 0 1 0 119,962 6,300 96,634 0 9,000 0 0 0 0 231,897 4.9%

      口 単独事業 0 0 0 0 7,853 700 5,120 23,200 59,800 0 0 1 0 96,674 2.0%

      ハ  県営事業負担金 0 0 0 0 15,000 0 15,900 0 0 0 0 0 0 30,900 0.7%

１２　災害復旧費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 25 0 0 0 25 0.0%

１３　予備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10,000 10,000 0.2%

計
76,944 664,165 1,509,146 505,670 346,614 116,099 201,356 209,417 424,861 25 675,702 1 10,000 4,740,000 100.0%

※性質別の予算振り分けは、総務省地方財政状況調査の調査区分に一部準ずる。

計 　構成比

※構成比は小数点第２位を四捨五入


